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福祉用具・住宅改修に対する要望に関する調査について 

 

１ 調査の目的 
 介護保険制度における福祉用具及び住宅改修についての現状及び要望について把握し、介

護保険の給付対象となる福祉用具や住宅改修の種目、種類の追加や拡充等を検討する際の参

考とすることを目的とする。     

 

２ 調査の実施及び結果について 
 以下の保険者、団体等に対し、新たに介護保険給付の対象とすることを要望する福祉用具

及び住宅改修の具体的な製品や改修等について調査を実施し、回答を得た。 

 

（１）保険者等からの要望 
・全国の都道府県と政令指定都市に対し、市町村調査（※）を実施 

   ※ 各都道府県調査においては、原則として任意の２市町村（政令指定都市を除く）を選定し、

当該市町村に対して実施したもの 
    ・要望数（製品及び改修の数 以下同じ）…福祉用具：59 住宅改修：96 

 

（２）福祉用具製造・供給事業者からの要望 
  ・日本福祉用具供給協会及び日本福祉用具・生活支援用具協会が各団体の会員企業に対 

し、調査を実施 
  ・要望数…福祉用具：130 住宅改修：54 

 

（３）介護事業所等からの要望 
  ・ 要望数…福祉用具：23  住宅改修：18 

 

（４）その他利用者等からの要望 （提出者属性未記入含む） 
  ・ 要望数…福祉用具：41 住宅改修：17 

 

（５）総計 
・ 要望として挙げられた福祉用具の製品数：259 
・      〃          住宅改修の数：183 

資料４ 



2 
 

３ 要望の意見集約 
 ・  ２において収集した要望を事務局の厚生労働省老健局振興課において集約し、「介

護保険における福祉用具の範囲の考え方」（資料３Ｐ２）又は「介護保険制度におけ

る住宅改修費給付の基本的考え方」（資料３Ｐ３）に照らし、各評価検討委員に全件

を事前検討いただき、現行の種目等より拡充を図るべきものについては、介護保険福

祉用具・住宅改修評価検討会の検討事項とした。 
具体的には、委員全員が該当すると判断された品目及び１名が非該当と判断され

た品目を集約し、そのうち告示種目や種類に既に該当しているもの等は除外しその他

必要事項を併せて検討事項とした。（資料５－１）（資料５－２） 

 

・  介護ロボット開発重点分野に関連する要望については、経済産業省との連携のもと

開発を進めていることを踏まえ、委員の事前検討結果に関わらず別途集約し介護保険

福祉用具サービスにおける現状の課題や今後の方向性について議論する観点から検

討いただく課題に設定した。（資料５－３） 

 


